
１． 6年度農林水産関係予算の基本的
考え方

（１）はじめに
近年多発する干ばつなど気候要因による食料生産の

不安定化に加え、ロシアによるウクライナ侵略、新型
コロナ禍からの世界的な需要回復等を背景とした食品
原材料や生産資材の価格高騰は、急激な生産コストの
増加等を通じ、農業経営にも多大な影響をもたらし
た。政府としては、急激なコスト上昇に価格転嫁が追
いつかない状況等にかんがみ、累次の予備費や補正予
算等により応急的な対応を講じてきた。
他方、こうした食料をめぐる外的環境の変化に加

え、我が国においては、主食用米の需要が減少する一
方で、需要がある麦・大豆、加工・業務用野菜を輸入
に依存している現状に対し、需要に応じた生産をいか
に推進していくか、また、人口減少が避けられない
中、生産者の減少にどう備えていくかなど、中長期的
な観点から、食料の安定供給の確保に向けた構造転換
が求められている。
財政制度等審議会（以下「財政審」という）におい

ても、「令和6年度予算の編成等に関する建議」（令和
5年11月20日。以下「建議」という）において、「食
料をめぐる切迫した状況の下、我が国では少子高齢化
が進行しており、今後も人口減少が避けられない中、
農林水産業においても、担い手の減少や国内需要の縮
小等を前提とした、産業としての構造転換は、今まで
にも増して重要な課題となっている」との強い危機感
が示され、食料生産及びその生産基盤の構造転換につ
いて、様々な問題提起がなされた。
令和6年度予算は、財政審の指摘を基本的な方針と

しつつ、農政の基本理念を定める「食料・農業・農村
基本法」（平成11年法律第106号）の四半世紀ぶりの
改正に係る議論も踏まえながら、中長期的な農政の構
造転換に資する所要の予算を計上したところである。
以下、令和6年度予算編成における主要施策の考え

方等について解説する。

ア　食料安全保障の強化
食料安全保障については、「食料安全保障強化政策

大綱」（令和5年12月27日食料安定供給・農林水産業
基盤強化本部。以下「安保大綱」という）において、
「農林水産物・生産資材ともに、過度に輸入に依存す
る構造を改め、生産資材の国内代替転換や備蓄、輸入
食品原材料の国産転換やこれに対応し得る産地形成等
を進め、耕地利用率や農地の集積率等も向上させつ
つ、更なる食料の安全保障の強化を図る」ことが基本
的な方針として示されている。
我が国の農業生産については、前述の通り、人口減

少等の影響により中長期的に主食用米の需要が減少す
る中、補助金（水田活用の直接支払交付金）により、
毎年度、主食用米以外の作物への転作を支援する構造
が続いており、転作作物として飼料用米に生産が偏重
する一方、需要がある麦・大豆などの畑作物について
は輸入に大きく依存する状況にある。
こうした現状に対し、建議においては、「食料生産

を増やすのであれば、主食用米の転作助成金等の既存
の施策が、むしろ食料の生産性向上を阻害することに
なっていないか、将来的にも持続可能な制度となって
いるか」といった視点での議論が必要、また、「水活
交付金については、今後も主食用米の需要が減少し、
需給バランスの調整のために必要な転作面積が発生し
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続ける状況が見込まれる中では、更なる見直しを進め
ていくことが必要」、「限られた農地を有効的に活用し
て生産性を高める観点から、畑地化を促進」すべきと
いった指摘がなされた。
令和6年度予算においては、上記の問題意識を踏ま

え、食料安全保障の強化に向け、水田の畑地化支援＊1

により、収益性の高い野菜や国内で自給できていない
麦・大豆など畑作物の生産を推進するとともに、海外
に依存する化学肥料の使用低減や飼料の国内生産の拡
大等を推進することとしている。
なお、水田活用の直接支払交付金については、飼料
用米の中でも多収性の専用品種の生産を促すことによ
り生産性向上を図るため、令和6年産から一般品種の
交付金単価を段階的に引き下げることとされている＊2。

＊1） 水田の畑地化は、水田における転作ではなく、本作として高収益作物等の畑作物の生産の定着を支援するものである。「畑地化」される水田は、それま
で水稲を作付けしていた水田に限らず、既に転作作物として畑作物を栽培していた水田も含まれる。なお、「畑地化」された水田は、水田活用の直接支
払交付金の交付対象水田から除外される。

＊2） 飼料用米の一般品種（主食用米と同等の品種）の支援単価について、令和6年産から令和8年産にかけて、現行5.5万円～9.5万円 /10aの単価を、段
階的に5.5万円～7.5万円 /10aまで引き下げることとされている。

＊3） ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう（法人経営体に雇用されている者を除く）。
＊4） 農業経営体のうち、法人化して事業を行う者をいい、会社法に基づき、株式会社の組織形態をとるもののほか、農事組合法人（農業協同組合法に基づ

き、組合員の協業により共同の利益を増進することを目的に設立された法人をいう）等を含む。

イ　生産基盤の構造転換
中長期的に人口減少が見込まれる中、生産者について

も、今後も減少傾向が続くことは避けられない。主とし
て自営農業に従事する「基幹的農業従事者」＊3は長期的
に減少傾向にあり、平均年齢は68.7歳と高齢化が進んで
いる。一方で、法人経営体＊4に雇用される就農者（いわ
ゆる雇用就農）は増加傾向にあり、法人経営体が若い就
農者の受け皿となっている。また、法人経営体は農産物
販売金額の約4割を占めており、生産面において、年々
存在感を強めている。こうした現状も踏まえ、生産基盤
である担い手を確保しつつ、より生産性の高い農業経営
への転換を図るという視点が今まで以上に求められる。
安保大綱においても、「国内全体の人口減少が不可避

となる中、持続的な食料供給を確保するためには、食
料供給を担う者の確保を図りつつも、それでもなお少
ない人数となった場合に備え、これに対応可能な生産
基盤に転換していく必要」があり、今後の生産者の急
減に備え、「スマート技術等の開発・実用化やサービス
事業体の育成・確保等を推進」等により、生産基盤の
構造転換を促すことが必要である旨、規定されている。
建議においても、「就農者を確保しつつ、生産性の

資料1　米政策への対応（水田活用の直接支払交付金等）

1

米政策への対応（水田活用の直接支払交付金等）

○ 戦略作物助成（国が全国共通の単価を設定）

飼料用米、米粉用米 5.5万円～10.5万円/10a
（標準単収で8.0万円）

ＷＣＳ用稲 8.0万円／10a

加工用米 2.0万円／10a

麦、大豆、飼料作物 3.5万円／10a
（注）WCS用稲（Whole Crop Silage、稲発酵粗飼料）:稲の実と茎葉を一体的に収穫し、発酵させた飼料。

産地と実需者との連携の下、輸出用米や加工用米、
米粉用米（パン・めん用の専用品種）の低コスト生産等
の取組を支援。

畑地化促進事業（令和５年度補正予算）：750億円

対象作物 畑地化支援 定着促進支援

高収益作物
（野菜、果樹、花き等）

14.0万円／10a
※令和５年産は
17.5万円/10a

2.0万円/10a ×５年
※加工・業務用野菜等の
場合は３万円/10a

畑作物
（麦、大豆、飼料作物等） 14.0万円／10a 2.0万円/10a ×５年

（１）畑地化支援
水田における畑地化※の取組を支援

（２）定着促進支援
畑地化された水田において、高収益作物やその他の畑作物の
定着等を図る農業者を５年間、継続的に支援

※水活交付金の交付対象水田から除外する取組

（３）産地づくり体制構築等支援
関係者間の調整や土地改良区の地区除外決済金等（上限
25万円/10a）を支援

水田活用の直接支払交付金等：3,015億円（▲35億円）

（１）水田活用の直接支払交付金：2,905億円（▲35億円）

飼料用米の支援単価の段階的引下げ
飼料用米について、主食用米との所得差が乖離し、作付面積・生産量が2030
年目標を超過していることなどを踏まえ、 多収品種の作付を促し、生産性向上を
図るため、令和６年産から一般品種の支援単価を段階的に引下げ。

（現行：5.5万円～9.5万円/10a ⇒ ８年産：5.5万円～7.5万円/10a）

（2）コメ新市場開拓等促進事業：110億円

【資料１】
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高い農業への転換を図る観点からは、法人経営体の数
の増加や規模の拡大を促していく」必要があり、ま
た、「生産基盤の強化を図るためには、就農者の確保
に加えて、生産性の向上に資するような技術の活用が
重要」、「スマート技術を効果的に活用して生産性を高
める観点からも規模の大きな法人経営体を増やしてい

＊5） 農業現場におけるドローンによる農薬散布等の作業代行や農業機械のシェアリング、データ分析等のスマート農業技術の有効活用による生産性向上支
援等、農業者にサービスを提供することで対価を得る事業をいう。

くことが重要」といった指摘がなされている。
令和6年度予算においては、これらの問題意識を踏

まえ、将来の生産者の急減に備えた対応として、地域
の農業を担う経営体の規模拡大等の支援や、サービス
事業体＊5の育成など、生産基盤の構造転換を推進する
こととしている。

資料3　農業分野における雇用者数の推移
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【資料３】

資料2　基幹的農業従事者数・高齢化率・耕地面積の推移

1

出所：農林水産省「農林業センサス」「耕地及び作付面積統計」
注 ：基幹的農業従事者数のH27以前は販売農家、R2は個人経営体の数値

553388
552244

550044
448833

446699

445599 445500

443377

334466

229933

225566
224400

222244
220055

117755

113366
2200%%

2277%%

4400%%

5511%%

5577%%

6611%%

6655%%

7700%%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

0

100

200

300

400

500

600

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

基幹的農業従事者数のうち
65歳以上割合

基幹的農業従事者数（万人）

耕地面積（万ha）

基幹的農業従事者数（万人）

耕地面積（万ha）

基幹的農業従事者数のうち

65歳以上割合

基幹的農業従事者数・高齢化率・耕地面積の推移 【資料２】

基基幹幹的的農農業業従従事事者者数数・・高高齢齢化化率率・・耕耕地地面面積積のの推推移移

資料4　農産物販売金額（推計）の推移

1

農産物販売金額（推計）の推移
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（出所）： 農林水産省「農林業センサス」
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【資料４】

資料5　スマート農業の概要

1

スマート農業の概要

・使用者は、ほ場内や
ほ場周辺から監視

自動走行トラクタ 農業用ドローン

・農薬等を上空から散布
・搭載したカメラにより生
育状況をセンシング

経営・生産管理
システム

・スマートフォン等
で作業計画・実績
を記録

スマート農業の概要

「農業」× 「先端技術」=「スマート農業」
・スマート農業とは、ロボット・AI・IoTなど先端技術を活用する
農業を指す

【資料５】

資料6　農業支援サービスの概要

1

農業支援サービスの概要

農業支援サービスとは、農業者に対してサービスを提供することで対価
を得る業種のことを指す。

判断サポート型 作業サポート型

データ分析型

（事例）
ドローンを用いた
生育状況のセン
シングデータ分析
等により、現場の
課題への解決策
を提案

専門作業受注型

（事例）
ドローンを活用し
た農薬散布作業
の代行

機械設備供給型

（事例）
自社で開発した
自動収穫ロボット
のレンタルサービス
を展開

人材供給型

(事例)
産地の繁忙期を
中心に労働力人
材を派遣するサー
ビスを提供

計７３事業者
※型間の重複あり

データ分析型 専門作業受注型 機械設備供給型 人材供給型

36 55 16 18

【農業支援サービス事業者数】※農業支援サービス情報表示ガイドラインに基づき整理
令和５年８月25日時点

（出所）農林水産省

（出所）農林水産省

農業支援サービスの概要

【資料６】
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ウ　農林水産物・食品の輸出拡大
食料の安定供給を確保しつつ、産業としての農業の競

争力を強化していくためには、成長が見込まれる海外市
場の需要を適切に取り込んでいくことが重要である。ま
た、安保大綱においては、「人口減少に伴い、国内市場
が縮小する中で、マーケットインによる「稼げる輸出」を
拡大する産地を形成することが、強固な食料供給基盤を
確立する上でも重要」である旨、規定されており、輸出
の促進は食料安全保障の観点からも重要となっている。
政府としては、農林水産物・食品の輸出額を2025

年に2兆円、2030年に5兆円とする目標を掲げ、目
標達成に向け「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦
略」に基づき、様々な取組を推進しているところであ
り、令和6年度予算においては、輸出額目標の達成に
向け、輸出先国の多角化のための販路開拓や現地の商
流構築、品目団体による売り込み強化や包材等の規格
化等を推進することとしている。

（２）令和6年度農林水産関係予算の総額
令和6年度の農林水産関係予算は、以上の点を中心

に、令和5年度第1次補正予算（8,182億円）と一体
で編成を行い、食料安全保障の強化に向けた水田の畑
地化による畑作物の生産の推進や、将来の農業者の急
減に備えた経営体の規模拡大、サービス事業体の育成
等、農業政策の構造転換に資する様々な取組につい

＊6） 安保大綱においては、「国民一人一人の食料安全保障を確保するため、全ての消費者がいかなる時にも食料を物理的・社会的・経済的に入手できる環境
を整備していくことが重要である」として、「円滑な食品アクセスの確保に向けた環境整備」を進めることとされている。

て、所要の予算を計上した結果、総額2兆2,686億円
（対前年度比＋3億円）となった。

２．主な施策の概要
以下、主な施策の概要を紹介する（以下の括弧内の
金額は前年度当初予算比）。

（１）食料安全保障の強化
食料安全保障の強化に向け、安定的な輸入と適切な
備蓄を組み合わせつつ、水田の畑地化支援による麦・
大豆など畑作物の生産や肥料・飼料などの国内生産な
ど、輸入依存からの脱却に向けた構造転換を推進。
地域の農業を担う経営体の規模拡大など、生産者の
急減に備えた経営構造を確立するとともに、サービス
事業体の育成・確保や省力化に対応したほ場整備な
ど、生産基盤の維持・強化を推進。
持続可能な食料システムを構築する観点から、農産
物等の適正な価格形成を推進するとともに、フードバ
ンク等への未利用食品の提供支援など、地域の食品ア
クセスの確保に向けた環境整備＊6等を推進。
上記に関連する事業について、「食料安全保障の強

化に向けた対策」として395億円（＋112億円）を
計上。

資料7　農林水産物・食品の輸出額の推移

農林水産物・食品の輸出額の推移

出所：財務省「貿易統計」を基に作成

２２兆兆円円
目目標標

５５兆兆円円
目目標標

2025年 2030年

【資料７】
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【主な施策内容】
ア　過度な輸入依存からの脱却に向けた構造転換
✓　�水田の畑地化による麦、大豆、加工・業務用野
菜等の本作化

✓　�国内資源の活用による肥料生産・化学肥料等の
使用低減

✓　�国産飼料の生産・利用拡大、安定供給確保
✓　�米粉の利用拡大　　等

イ　生産者の急減に備えた生産基盤の構造転換
✓　�将来の生産者の減少に備えた経営構造の確立
✓　�経営・技術等でサポートする事業体の育成・確保
✓　�省力化に対応した基盤整備・保全　　等

ウ　�国民一人一人の食料安全保障の確立に向けた食料
システムの構造転換

✓　�地域の食品アクセスの確保に向けた環境整備
✓　�適正な価格形成と国民理解醸成
✓　�安定的な輸入の確保　　等

（２） 米の需給安定と水田の畑地化による畑作
物の生産の推進

主食用米の需要が減少するなか、補助金によって飼
料用米などへの転作を毎年繰り返している状況から脱
却し、野菜や麦・大豆など、需要のある畑作物の生産
へのシフトを進める必要。
こうした観点から、水田を畑地化して野菜や麦・大

豆など畑作物の生産に取り組む農業者を支援（畑作物
の定着までの一定期間の支援等）。
水田活用の直接支払交付金については、令和5年度

第1次補正予算において畑地化を加速化したことに伴
い、令和6年産における交付対象水田が減少すること
に加え、令和6年度より飼料用米の一般品種の支援単
価が段階的に引き下げられること等を適切に予算額に
反映。
・　�水田活用の直接支払交付金等　2,905億円（▲
35億円）（うち畑地化促進助成　2億円）

・　�コメ新市場開拓等促進事業　110億円（±0億円）
・　�畑地化促進事業［令和5年度第1次補正予算］　
750億円

＊7） 畜産関連の経営安定対策等については、牛肉等関税収入を財源とした予算措置に基づき、（独）農畜産業振興機構が実施しており、同機構に積み立てら
れた資金による毎年度の事業規模を「所要額」として記載している。

（３） 農業農村整備事業等による水田の畑地化
の推進

生産性・収益性等の向上に向けて、農業農村整備事
業等による水田の畑地化（麦・大豆、野菜等）を一層
推進するため、畑地化・畑地の高機能化に係る基盤整
備を進めるとともに、農地集積率や受益面積要件など
の事業要件の見直しを実施し、農業農村整備事業全体
としてリソース配分を畑地化に重点化。
・　�農業農村整備事業関係　4,463億円（＋5億円）（う
ち畑地化・畑地の高機能化等の推進分　232億円）

・　�農業農村整備事業関係　［令和5年度第1次補正
予算］1,777億円（うち畑地化・畑地の高機能化
等の推進分　460億円）

（４）畜産・酪農の安定的な経営の推進
飼料価格の高騰等による畜産・酪農の生産コストの

上昇等に対し、肉用牛の繁殖・肥育や酪農等の経営安
定を確保する観点から、各種経営安定対策に係る所要
額＊7を確保。また、物価高騰等による和牛肉の需要減
少に対応するための新規需要開拓や、加工原料乳の仕
向け先の需給ギャップ等に対応するための脱脂粉乳の
需要確保、長命連産性の高い乳牛の導入による生乳の
長期的な生産コストの抑制等を推進。
・　�肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）　［所要
額］977億円（±0億円）

・　�肉豚経営安定交付金（豚マルキン）　［所要額］
168億円（±0億円）

・　�肉用子牛生産者補給金等　［所要額］662億円（±
0億円）

・　�加工原料乳生産者補給金　［所要額］377億円（＋
2億円）

・　�和牛肉需要拡大緊急対策事業　［令和5年度第1
次補正予算］50億円

・　�国産畜産物利用安定化対策事業　［令和5年度第
1次補正予算］40億円

・　�乳用牛長命連産性等向上緊急支援事業　［令和5
年度第1次補正予算］50億円
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（５）農林水産物輸出の拡大
農林水産物・食品の輸出額を2025年に2兆円、

2030年に5兆円とする目標を達成するため、輸出先
国の多角化のための販路拡大や輸出支援プラット
フォーム等を通じた現地の商流構築、品目団体による
売り込み強化や包材等の規格化、輸出先国の規制や
ニーズに対応する大規模輸出産地の形成等を推進。
・　�農林水産物輸出の拡大に向けた支援　102億円（▲
7億円）、［令和5年度第1次補正予算］360億円

（６）中山間地域等の課題への対応
高齢化や人口減少による中山間地域等の機能低下、

荒廃農地の増大、鳥獣被害の発生等の課題に対応する
ため、農林水産業に関わる地域のコミュニティの維持
と農山漁村の活性化・自立化、鳥獣被害の防止等に資
する取組を支援。
・　�農山漁村振興交付金　84億円（▲7億円）、［令
和5年度第1次補正予算］5億円

・　�中山間地域等直接支払交付金　261億円（±0億円）
・　�多面的機能支払交付金　486億円（▲1億円）
・　�鳥獣被害防止対策　100億円（＋3億円）、［令和
5年度第1次補正予算］50億円

（７）林業の成長産業化の推進
カーボンニュートラルの実現及び花粉発生源対策に

も資する森林資源の循環利用と適正な管理を推進する

とともに、合法性・持続性の確保を前提とした国産材
供給体制の強化や、建築用木材等の利用拡大に向けた
環境整備を推進。
・　�森林整備事業　1,254億円（＋1億円）
・　�林業・木材産業循環成長対策　64億円（▲7億円）
・　�林業・木材産業国際競争力強化総合対策　［令和
5年度第1次補正予算］458億円

・　�花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策　
［令和5年度第1次補正予算］60億円

（８）水産業の成長産業化の推進
不漁問題、燃油・飼料価格高騰等に対応する観点か
ら、資源管理に取り組む漁業者に対する経営安定対策
等を着実に実施するとともに、海洋環境の変化を踏ま
えた高度な資源評価の実現に向け、新たな技術も活用
した資源調査体制の強化や水産資源管理体制の構築を
推進。
・　�漁業収入安定対策事業　202億円（±0億円）、［令
和5年度第1次補正予算］225億円

・　�漁業経営セーフティーネット構築事業　18億円
（±0億円）、［令和5年度第1次補正予算］366億円

・　�水産資源管理の高度化に向けた取組　58億円（▲
9億円）

・　�資源調査船代船建造　［令和5年度第1次補正予
算］49億円

資料8　農林水産関係予算の推移

（注）１．予算額は当初予算額。上段（ ）書きは対前年度増▲減率、6年度の〈 〉書きは農林水産関係予算全体に占める構成比である。
２．元年度及び2年度予算は、上記の他に「臨時・特別の措置」を活用した防災・減災、国土強靱化のための緊急対策（元年度:1,207億円、2年度：1,008億円）を措置している。
３．3年度以降の予算は、政府情報システム予算を除いたものである。
４．計数は、それぞれ四捨五入によっているので端数において合計と合致しないものがある。

（単位：億円、％）

農林水産関係予算の推移

区 分 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度（概算決定）

農 林 水 産 関 係 予 算

(5.7) (1.3) (▲ 0.8) (0.0) (▲ 0.1) (▲ 0.2) （0.4） （0.0） （▲1.1） (▲ 0.3) (▲ 0.4) (0.0)

22,976 23,267 23,090 23,091 23,071 23,021 23,108 23,109 22,853 22,777 22,683 22,686 3

公 共 事 業
(32.9) (1.1) (0.2) (2.6) (1.1) (0.4) （1.5） （0.3） （▲0.2） (0.0) (0.0) <30.8> (0.0)

6,506 6,578 6,592 6,761 6,833 6,860 6,966 6,989 6,978 6,980 6,983 6,986 3

非 公 共 事 業
(▲ 2.1) (1.3) (▲ 1.1) (▲ 1.0) (▲ 0.6) (▲ 0.5) （▲ 0.1） （▲ 0.1） (▲1.5） (▲ 0.5) (▲ 0.6) <69.2> (▲ 0.0)

16,469 16,689 16,499 16,330 16,238 16,161 16,142 16,120 15,875 15,797 15,700 15,700 ▲0

農 業 関 係 予 算 17,128 17,396 17,302 17,308 17,325 17,336 17,297 17,285 17,151 17,135 16,980 17,050 （0.4）
70

林 業 関 係 予 算 2,899 2,916 2,904 2,933 2,956 2,997 2,992 3,006 3,025 2,977 3,057 3,003 （▲ 1.8）
▲54

水 産 業 関 係 予 算 1,820 1,834 1,818 1,784 1,774 1,772 1,892 1,875 1,870 1,881 1,872 1,863 （▲ 0.5）
▲9

農山漁村地域整備交付金 1,128 1,122 1,067 1,067 1,017 917 927 943 807 784 774 770 （▲ 0.5）
▲4

【資料８】
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